平成23年度　第７回柏市公共下水道事業審議会会議録
１　開催日時
　　　　平成23年12月20日（火）　午後2時00分から
２　開催場所
　　　　柏市役所本庁舎５階　第５、６委員会室
３　出席者
　　　　（委員）
　　　　落合会長、森副会長、石川委員、伊藤委員、大室委員、沢田委員、塚本委員、
戸田委員、富田委員、豊田委員、古市委員、村田委員、諸岡委員、結城委員
　　　　
　　　　（事務局）
　　　　石黒副市長

山田土木部長、石井土木部次長(兼)下水道整備課長
下水道整備課　市原副参事、高橋主幹、池田副主幹、田中副主幹、西牟田主事、谷本主事
下水道維持管理課　須藤課長、染谷副参事、加藤主幹、増渕主幹
（傍聴者）
　　　　1名
４　議題
· 第６回審議会における質問事項の回答について
· 下水道使用料見直し（案）について
· 付帯事項（案）について
５　議事
　　　今回審議会における議題とその内容について事務局側から説明が行われた。主な説明内容は次の通りである。
· 前回審議会における質問事項に対する回答
· 下水道使用料見直し（案）について
· 付帯事項（案）について
６　質疑・応答
【前回審議会における質問事項の回答について】

　●使用料対象経費の考え方について
委　員　　維持管理費について、下水道年報上の数値とスライド上での数値が異なるのは何故か。
事務局　　スライド上でお示ししている維持管理費約29億円（H21）とは、下水道年報（p.61）にある運営費の合計約33億円から、一般会計繰出基準額を控除したものである。さらに、そこから人件費を控除した約25億円が下水道年報上でお示ししている維持管理費という事になる。
委　員　　分流式下水道に係わる経費について、平成22年度で約15億6,500万円という事だが、この経費は税金で補填されているという解釈で良いのか。

事務局　　分流式下水道に係わる経費については、一般会計繰入金という基準に基づき税金で補填しているという事になる。

委　員　　分流式下水道に係わる経費が一般会計から補填されているという事は、公営企業化へ移行した際、処理原価は計算上大きく減少するのではないか。

事務局　　「分流式下水道に係わる経費」は、平成18年度より新しく創設された制度であり、千葉県内については県の市町村課の指導により、下水道料金を算定する際には分流式下水道に係わる経費を含めて使用料対象経費とし、処理原価を算出するよう求められている。

委　員　　２通りの処理原価が示されると理解しにくい部分もあるので、今後配慮願いたい。

事務局　　表記については、国等の表記方法を参考に分かり易いように配慮する。また、平成26年に予定している公営企業会計への移行の際には、使用料の見直しも含めて処理原価の整理を行い、誤解を与えない表記の仕方に努めていきたい。
会　長　　資料については、誰がみても容易に理解できるような形でお願いしたい。
【下水道使用料見直し(案)について】

委　員　　全体の料金体系を見直すにあたり、その目安として近隣９市の平均が示されていると思うが、やや気になるのが10m3以下の使用料金が近隣市と比較して突出して高いという点である。これについての考え方を改めて説明して頂きたい。

事務局　10m3までの使用料1,050 円はやや高いようにみえるが、近隣９市の使用料（958円）と比較して大きな問題はないものと考える。前回審議会時に配布した資料でお示ししたように、基本料金にどれだけの固定的経費を計上するかという事については、1,300円程度までは上限として妥当であると判断している。

委　員　　1,300円程度という算出根拠は何か。

事務局　　使用料対象経費は固定的経費（使用水量や使用者数に依らず必要となる経費）と変動的経費（使用水量の量により変動する経費）に分類される。基本料金を現行の525円/月とした場合、使用料対象経費に対する10 m3までの従量平均単価は76（円/ m3）と算出され、使用料（10 m3）は1,285円（525(円)＋76(円/ m3)×10(m3) ）となる。従って、1,285円を10 m3の使用料の上限として設定しても計算上は問題ないと判断できる。

委　員　　基本料金の表記法について、表によって基本料金が525円であるのか945円（基本料金を含めた10 m3までの使用料）であるのかわかりにくい。注意書きを加える等の配慮が必要ではないか。

事務局　　他都市の多くは10 m3までの使用料を付加した基本水量制を採用している。そのため、二部制を採用している柏市の基本料金を、他都市の基本料金と同じ土俵で評価するためには、基本料金（525円）に10 m3までの使用料420円（42(円/ m3)×10(m3)）を加えた945円と比較する必要があり、それにより混乱を与えてしまった部分もあったと思われる。今後は表記方法等に配慮し、容易に理解できるような資料づくりに努めたい。

会　長　　今後は、注釈を加える等のわかりやすい表記の仕方をお願いしたい。

会　長　　今回の審議会が最終という事になるため、是非ご意見の程よろしくお願いしたい。

委　員　　やはりケース３が妥当ではないか。例えばケース２の場合、大口需要者のみ据置というのは、30 m3以下の使用者に対して説明がつかないのではないか。

会　長　　ケース３というのは、1,000 m3の単価を101〜501 m3における単価と同額にするという事であるので、実質値下げをするという事であり、大口の負担を緩和しているという意味では他のケースと同じである。

委　員　　10 m3までの使用料1,050円は、近隣市と比較してやや高いのではないかという意見が先程あがった。これについて、第６回審議会の配布資料「柏市における基本料金と従量料金の考え方」によると、10 m3までの本来かかる従量平均単価は約177（円/ m3）であり、これに基本料金を考慮すると約76（円/ m3）まで平準化できるという事である。一方で、大口使用者の場合でも、費用配分すれば従量平均単価としては約300（円/ m3）程度である。この事から、現状においては小口使用者からもう少し負担してもらわなければいけないところを、大口使用者に大きく負担をお願いしている形になっているものと推察される。約180（円/ m3）が処理原価という事であるが、そのうち約60円程度が維持管理費であり、120円程度が資本費である。現在、小口使用者は1m3あたり約95円程度支払っている事になるが、そのうち60円程度が維持管理費として納められており、資本費については残りの約30円程度しか負担していないという計算になる。つまり、本来120円程度を資本費として負担すべきところを、その約1/4程度しか負担していない事になる。一方で、大口の使用者については約60円程度が維持管理費という事であるので、1,000m3以上場合、現行従量単価が422（円/ m3）である事を考えると、約350円程度を資本費として負担している計算になる。このような現状を考えると、今回10m3までの使用料を1,050円に見直すというのは、公平な負担あるいは今回の料金改定の目的を踏まえれば、理にかなっているものと考える。
委　員　　この時期に値上げをするのであれば、使用量の大小にかかわらず、基本料金のみの値上げをお願いするという案の方が市民の理解が得られ易いと考え、ケース１に賛成する。

委　員　　ケース３が妥当であると思うが、料金改訂前後の各区分の増減率に大きな開きがあるため、もう少し値上げ率を均等にする事はできないのか。

会　長　　増減率の微調整を行うと、際限がないという議論にもなりかねない。各区分同程度の値上げを行った場合でも、増減率という点で比較すると大きな差が生じているように感じられる部分はあると思われる。

委　員　　水道料金は税抜き表記であるが、下水道料金は税込み表記となっている。下水道料金も水道料金と同様に税抜き表記にする事はできないのか。

会　長　　下水道料金については従来から税込みで表記するという方針があるのか。

事務局　　消費税が導入された平成元年より、市役所では全て税込み表示となっており、市役所の全ての手数料については条例上も税込みとなっている。ただし、水道料金については会計処理上税抜きで表示させて頂いているという事である。

副市長　　水道と下水道が同じ市役所管轄であるにもかかわらず、料金表示が異なれば、疑問を抱かれるのは当然である。水道料金を税抜き表示としている理由について確認をとらせて頂く。

委　員　　大口使用者の立場としては、1,000 m3を越えても2,500 m3までは実質値上げという事であり、そのような意味では大口使用者に対してもそれなりに負担をして頂くという料金体系になっているが、ケース３で止むなしというところである。

委　員　　料金単価についてだが、30〜50 m3の単価をもう１〜２円上げる事で改定率を引き上げ、50 m3までの使用料の値上げ率を段階的に緩和させる体系とするのはどうか。使用の立場からすると、何故30〜50 m3の料金単価だけが値下げになっているのかという疑問を抱きかねない。

事務局　　30〜50 m3の単価については、四捨五入という判断の中で増減率が−0.1％という形になっている。30〜50 m3の区分については今後も件数としては期待できる部分であるため、四捨五入に捉われる事なく、例えば192（円/ m3）といった形をとらせて頂けば増減率も改善すると思われる。再度検討させて頂く。
委　員　　30〜50 m3の区分をさらに分割する事で、増減率の差に関する問題は解消されるのではないか。

事務局　　水量区分を新たに見直すという事については、水道の料金区分との整合という問題もあるので、水量区分の見直しを行うという事は、今回は控えたい。

委　員　　料金体系を処理原価の180（円/ m3）に近づけるという事であるが、これは平均の問題であって各水量区分の処理原価は異なるはずである。必ずしも全体の水量区分の料金単価を180（円/ m3）に収束させる必要はないのではないか。

委　員　　過去５カ年の処理原価の平均180（円/ m3）と比較して、30m3までの現行従量単価が特に低くなっているという事から、これらの区分の料金単価の見直しを図る必要があるという事であった。ただし、各水量区分の料金単価を180（円/ m3）に近づけるというよりは、費用配分後の理論的な従量平均単価に可能な限り近づけたいという事である。これにより、使用水量に応じた資本費の負担を求める事が可能となるからである。先程、30〜50m3の区分のみ改定後の料金単価が低くなっているという事に疑問を抱くという意見があったが、この区分における理論的な従量平均単価167（円/ m3）と比較して、現行の従量単価191（円/ m3）の方が高いという事を考えると、この区分の値上げを行う事に対してやや抵抗があるという事である。
副市長　　30〜50m3の区分における単価については、大幅に値上げを行うという事はできないが、極力調整するように努めたい。

会　長　　他に意見はないか。いろいろな経済状況の厳しさの中で、今後の柏市の下水道事業を見据えた場合、値上げを実施せざるを得ないというのは委員の皆様も承知のところと思われる。本日、事務局側より、ケース３（基本料金45円値上、30 m3以下平均6.4円値上、1001 m3以上は501 m3と同額）を改定案として提示して頂いたが、その中で、様々な意見を頂き議論を重ねた結果、ケース３が最も妥当であると判断し、ケース３を改定案として答申するという事でまとめたい。ただし、事務局側は30〜50 m3までの単価の調整について、全体の料金体系に影響を与えない範囲で見直しを行ってもらいたい。

【付帯事項(案)について】
会　長　　計７回の審議会を通して、委員の皆様からは様々な意見を頂いた。それを集約して、付帯意見として答申する予定である。これについて、事務局側から説明をお願いしたい。

事務局　　今回の答申の内容としては、「①沼南中央地区における受益者負担金単価の決定について」及び「②下水道使用料の適性化について」の２点である。それに加えて、今後の課題という事で付帯事項という形で提示する予定である。付帯事項（案）については次の通りである。

　　　　　１）今後、下水道事業は建設の時代から維持管理の時代に移行することを見　　　

　　　　　　据え、次回の使用料改定にあたっては既存管渠等の資産調査を実施し、減　　　

　　　　　　価償却費を含めた考えに基づき算定を行い持続可能な下水道事業の運営に

　　　　　　努めるよう要望する。
　　　　　　２）下水道事業の運営にあたっては、経費削減等を図りつつ、経営の健全化

　　　　　　　と効率化を目指し、一層の滞納整理の強化を図り、下水道事業を計画的に

　　　　　　　推進するよう要望する。

　　　　　尚、２）の「一層の滞納整理の強化を図り」という部分についての補足だが、先日、平成18年度に課していた分の滞納整理を行ったところである。
　会　長　　この付帯事項（案）について何か意見があればお願いしたい。

委　員　　付帯事項２）について、我々が求めているのは「滞納整理の強化」ではなく、「料金収入の回収率向上」である。また、今後下水道の老朽化が進んでいく中で、今後３億円程度の老朽化対応等の投資をしていくという事であるが、東日本大震災を受けインフラ整備を着実に進めていくというような記述も加えるべきではないか。

副市長　　老朽化も含めて、健全な都市基盤を構築していくよう努力していく予定である。

会　長　　事務局側は維持管理の内容について、もう少し具体的な内容を盛り込んで記述してもらいたい。

委　員　　同じく付帯事項２）について、「滞納整理の強化」というよりは、「料金収納率向上のための有効な手段を図る」等の記述にするべきではないか。有効な手段の一つとして、クレジットカードによる支払いを導入する等も案としては考えられる。

委　員　　同じく付帯事項２）について、もう少しわかりやすくストレートに表現した方が良いのではないか。一つの修正案として以下に示させて頂きたい。

　　　　　「下水道事業の運営にあたっては、経営の健全化と効率化を目指し、未納使用　

　　　　　料の回収強化とともに、一層の経費削減を図るよう要望する。」

会　長　　滞納整理という言葉がややわかりにくいという部分があると思われるため、今回は収納率向上のための有効な手段を構築する等の具体的な記述にする必要もあると思われる。

委　員　　「滞納整理の強化」という部分に関連して、一般的な公共料金というのは１ヶ月単位での請求であるのに対して、水道及び下水道料金については２ヶ月単位の請求となっている。これには何か理由があるのか。

副市長　　現時点では人件費等を踏まえ、効率的な回収を図るという点から、柏市においては区域を大きく2ブロックに分け、２ヶ月毎の集金を行っている。今後は、どのような方法をとれば回収率の向上を図れるのかという点にも考慮し、より確実な仕組みを構築していくよう努力していく。

委　員　　平成20年度の付帯事項の中にあった「水洗化率の向上」という記述も加えるべきではないか。水洗化率が向上しないと、料金収入の増加は見込めない。

会　長　　今回、付帯事項の中に「水洗化率」に関する記述を除いた理由は何か。前回の付帯事項の中には「水洗化率の向上」という内容を盛り込んだものの、現実的にはなかなか進まず効果が期待できなかったという判断のもと、今回は省略したという判断でいいのか。

事務局　　下水道が整備された場合でも、既存の家屋の多くは経済的な問題等で接続が困難というケースが圧倒的に多い。また、貸付金のみの補助という事もあり、水洗化率の向上は現実的には難しくなっている部分がある。

委　員　　下水道の整備地区内で家屋を新築する場合、下水道に接続しないと建築基準法の許可は下りないのか。

事務局　　建築基準法の許可は下りない事になる。新築の場合には整備地区であれば下水道への接続が義務づけられるため問題はないが、既存の家屋に対してどのように下水道への接続をお願いしていくのかという事が課題である。事務局側としても、説明会の場を増やす等の努力はしているが、特に昨今では、下水道が整備されたからといって水洗化率が著しく向上するわけではないのが現状である。

委　員　　決算書において、水洗化普及業務委託費639万円/年に対して、水洗化件数169件/年という効果が現実的にみられる事を考えると、今回も答申書に記述するべきではないか。

副市長　　やはり委託費に対する水洗化件数の期待値というものがあり、水洗化普及のための投資639万円/年に対し、水洗化件数169件/年というのは果たして的確であるのかという問題がある。つまり、投資に対して必ずしもそれに見合う水洗化が図られないという問題がある。

委　員　　やはり文章等で接続をお願いするという表面的な対応だけでは効果が上がらないという事もあるので、今後はより有効な手立てを考えていきたい。

委　員　　公営企業会計へ移行する事に対する記述も答申書に盛り込むべきではないか。

事務局　　やはり付帯事項にある「減価償却費」という文言だけでは公営企業会計へ移行するという事が伝わりにくいというのはご指摘頂いた通りである。「現金主義」から「発生主義」に変わる等の具体的な内容についても考えていく必要があると思われる。

副市長　　事務局側としても、公営企業会計に移行するという事に対して単なる形だけで終わらせないように、従来ではできなかった事に加え、新しい取り組みについても要望として整理していく次第である。

委　員　　下水道事業というのはどうしても縁の下の力持ち的なイメージが強く、なかなか市民の皆さんに興味関心を持って頂くのが難しい事業ではあると思うが、よりわかりやすい形で市民の皆さんに対してPRしてもらいたい。

委　員　　付帯事項２）について、「経営の健全化と効率化」という事で様々な意見が出たが、市内中心部の一部合流式の箇所も含め、果たしてこのまま事業を継続していっても問題ないのかという事についても検討してもらいたい。

委　員　　初回の審議会の際にも意見として述べたが、是非、水道の折り込み広報の一部を利用させてもらう等して積極的なPR活動に努めてもらいたい。

事務局　　折り込み広報については水道部との話し合いを行った上で、市民の皆さんの理解が得られるような取り組みを行っていく。

会　長　　事務局側は、今回頂いた付帯事項（案）に対する意見を集約し、それらを踏まえた答申書案を作成してもらいたい。また、修正した答申書案については事前に委員の皆さんに配布し、次回答申という形をとりたい。

事務局　　今回の審議会で頂いた意見を踏まえた形で答申書を作成し、事前に委員の皆さんにお送りする予定である。また、第６回審議会の際に意見として頂いた、市長との意見交流の時間も設けさせて頂く予定である。
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